
令和６年度　事業No.２・６　事業区分：給付金・定額減税一体支援枠

【事業目的・概要】

【対象者】

次の要件を満たす世帯・人

①令和６年６月３日において、かつらぎ町に住民登録のある世帯

②令和６年度に新たに住民税均等割非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯となった世帯

③住民税均等割が課税されている者の扶養親族のみからなる世帯でないこと

④世帯の中に住民税課税となる所得があるのに未申告である者がないこと

⑤既に他自治体で１０万円の給付を受けていないこと

⑥令和６年度の課税額が定額減税額に満たないこと

【申請受付期間】

令和６年８月１日～令和６年１０月３１日

令和６年度かつらぎ町物価高騰対応重点支援給付金
（給付金・定額減税一体支援枠分）

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

総事業費

160,649,148円

事業費内訳

給付金
①新たな住民税均等割非課税世帯：169世帯×100千円
②新たな住民税均等割のみ課税世帯：128世帯×100千円
③新たなこども加算対象世帯：30世帯(51人)×50千円

④基準以降の新たな子ども加算対象世帯：0世帯(0人)×50千円
⑤定額減税補足給付：2,684人、平均約43,885円/人

超勤手当

委託料（システム改修、電話設備改修）

需用費（消耗品、印刷製本） 236,445円

役務費（電話料、郵送料、口座振込手数料） 1,074,225円

150,040,000円

3,373,218円

5,925,260円



■物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当額

■支給履歴（住民税均等割非課税世帯／住民税均等割のみ課税世帯／こども加算対象世帯）

■支給履歴（定額減税補足給付）

区　分 給付金 事務費

150,040,000円 10,609,148円

合計

160,649,148円

令和６年１１月

222世帯

給付月

令和６年８月

令和６年９月

令和６年１０月

給付世帯

95%

82%

100%

47世帯

41世帯

17世帯

4,600,000円

4,050,000円

1,600,000円

給付金額 進捗率

68%22,000,000円

合　計 327世帯 32,250,000円

令和６年８月 1,923人 88,430,000円 75%

給付月 給付人数 給付金額 進捗率

令和６年９月 368人 15,510,000円 88%

令和６年１０月 313人 11,410,000円 98%

令和６年１１月 80人 2,440,000円 100%

合　計 2,684人 117,790,000円


